
 

令和３年度 第２回静岡県地域訓練協議会 次第 

（オンライン開催） 
 
日時：令和４年３月 10 日(木)10:00～11:30 

場所：静岡地方合同庁舎 ４階 共用大会議室 
 
 

１ 開 会 
 

２ 静岡労働局長挨拶 
  

３ 委員紹介 
 

４ 議 題 
（１）第 27 回中央訓練協議会について 

 
（２）令和３年度静岡県地域職業訓練実施計画の実施状況等について 

 
    （３）令和４年度静岡県地域職業訓練実施計画（案）について 
 

（４）意見交換 
  
５ 閉 会 



【委員】

機関名 役　職 氏　名

常葉大学 経営学部 教授 畑      　隆

一般社団法人 静岡県経営者協会 事務局長 松永 憲之（欠席）

静岡県中小企業団体中央会 人材支援課付参事 梅原 富之

一般社団法人 静岡県商工会議所連合会 専務理事・事務局長 中村 泰昌（欠席）

静岡県商工会連合会 専務理事 窪田 賢一（欠席）

日本労働組合総連合会静岡県連合会 労働条件局長 佐々木 勇人

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構
静岡支部静岡職業能力開発促進センター

所　長 畑 　英明

静岡県職業能力開発協会 専務理事兼事務局長 望月 　肇

公益社団法人 静岡県職業教育振興会 事務局長 佐藤 裕靖

一般財団法人 日本医療教育財団　静岡支部 支部長 河村　 薫

静岡県経済産業部就業支援局 理　事 前嶋 康寿

静岡労働局 局　長 石丸 哲治

【随行者】

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構
静岡支部静岡職業能力開発促進センター

訓練課長 南川 英樹

〃 求職者支援課長 隆   直人

静岡県経済産業部就業支援局職業能力開発課 技　監 佐野 勝洋

【事務局】

静岡労働局職業安定部 部　長 奥谷 賢吾

静岡労働局職業安定部訓練室 室　長 小谷野 守弘

静岡労働局職業安定部訓練室 室長補佐 松浦 浩章

静岡労働局職業安定部訓練室 地方人材育成対策担当官 澤畑 勝登
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受講者数 就職率 受講者数 就職率

453人 85.6% 1,046人 -

うち施設内訓練 453人 85.6% 62人 91.7%

うち委託訓練 - - 984人 62.4%

※ 受講者数は、令和３年４月～令和３年12月末。前年度繰越者を含む。

※ 就職率は、施設内訓練は令和３年９月末まで、委託訓練は令和３年８月末までに訓練を修了した者の３か月後の就職状況。

※ 静岡県が自治事務として行う施設内訓練及び静岡県単独の委託訓練の実績も含む。

[
※ 受講者数は、令和３年４月～令和３年12月末。

合計 高齢・障害・求職者雇用支援機構 静岡県

離職者訓練

令和３年度公共職業訓練の実施状況

受講者数

離職者訓練

受講者数 受講者数 受講者数

2,717人 1,106人 1,611人

在職者訓練

合計 高齢・障害・求職者雇用支援機構 静岡県

在職者訓練

1,499人

515人

984人



農業・林業系

建設系

製造系

事務系

情報系

サービス系

介護系

その他

総計

【参考】

※ 受講者数は、令和３年４月～令和３年12月末。前年度繰越者を含む。
※ 就職率は、施設内訓練は令和３年９月末まで、委託訓練は令和３年８月末までに訓練を修了した者の３か月後の就職状況。
※ 高齢・障害・求職者雇用支援機構の実施する施設内訓練のうち、「その他」分野の橋渡し訓練については、他の職業訓練を連続して受講するため、受講者数のみ計上。
※ 静岡県が自治事務として行う施設内訓練及び静岡県単独の委託訓練の実績も含む。
※ 「雇用期間の定めのない就職者数」とは、正社員就職者数並びにパート・アルバイト及び派遣社員で雇用期間の定めの無い就職者数を計上。

分野別

受講者数

静岡県

施設内訓練

受講者数 就職率 受講者数 就職率 受講者数

委託訓練

合計
高齢・障害・求職者

雇用支援機構 静岡県
受講者数
（合計） 合計

高齢・障害・求職者
雇用支援機構

受講者数 就職率 就職率受講者数

委託訓練

54.7%

80.4%

就職率

-

143人

124人

-

-

138人

-

48人

453人

-

81.8%

90.1%

-

-

85.2%

-

-

85.6%

-

-

108人

144人

1,499人

10人

158人

159人

612人

101人

207人

10人

158人

146人

-

-

153人

-

48人

515人 62人

-

80.0%

100.0%

-

-

-

-

10人

15人

22人

-

-

15人

-

91.7%

-

-

13人

612人

101人

54人

108人

96人

984人

-

-

55.6%

63.4%

55.8%

61.2%

78.6%

65.6%

62.4% 984人

96人

108人-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

78.6%

65.6%

62.4%

令和３年度公共職業訓練（離職者訓練）の実施状況（詳細）

「雇用期間の定めのない就職者数」「就職者数」に
対する割合

「関連就職者数」の「就職者数」に対する割合

施設内訓練

81.8%

72.7%

-

-

55.6%

63.4%

55.8%

61.2%54人

101人

612人

13人

-

-

-

-

-



在学者数 就職率 在学者数 就職率

111人 100.0% 74人 98.6%

専門課程 111人 100.0% - -

応用課程 - - - -

普通課程（高卒） - - 74人 98.6%

普通課程（中卒） - - - -

※ 就職率は、令和２年度中に訓練を修了した者の１か月後の就職状況。
※ 在学者数は令和３年３月末時点。

111人

-

74人

-

令和２年度公共職業訓練（学卒者訓練）の実施状況

学卒者訓練

合計 高齢・障害・求職者雇用支援機構 静岡県

学卒者訓練

在学者数

185人



受講者数 就職率 受講者数 就職率 受講者数 就職率

191人 - - - 191人 -

26人 92.3% - - 26人 92.3%

離職者訓練 26人 92.3% - - 26人 92.3%

在職者訓練 - - - - - -

165人 64.4% - - 165人 64.4%

離職者訓練 113人 64.4% - - 113人 64.4%

在職者訓練 52人 - - - 52人 -

※１ 就職率は、令和２年度中に訓練を修了した者の３か月後の就職状況。

※２　就職率＝（中退就職者数＋修了就職者数）／（中退者数＋修了者数）
※３　就職率＝（中退就職者数＋修了者数）/（中退就職者数＋修了者数）
※４　定例業務統計報告では、Ａ型事業所への就職も就職者数に含める。
※５　受講者数は令和２年度訓練開始者数。

障害者訓練

障害者職業能力開発校に
おける職業訓練 ※２

障害者の多様なニーズに
対応した委託訓練 ※３

令和２年度公共職業訓練（障害者訓練）の実施状況

障害者訓練

合計 高齢・障害・求職者雇用支援機構 静岡県



求職者支援訓練の修了者等の就職状況（訓練終了３か月後）

　　　　　　 令和２年度の事業目標･･･雇用保険適用就職率：　〔基礎コース〕58%　　〔実践コース〕63%

※平成28年４月以降に開講したコースより訓練終了日に65歳以上の者は、雇用保険適用就職率の算定から除外していること。

※平成29年は、学卒未就職者向けの訓練を２コース・受講者13人で実施（内数）。

求職者支援訓練の実施状況 【全国】

※就職は令和３年５月末までに終了した訓練コースについて集計（令和４年１月25日時点の数値。）

求職者支援訓練の実施状況 【静岡県】

基礎コース

実践コース

①

0人

④

就職者数

1人
（0人）

求職者支援訓練受講者数（令和３年４月～令和３年12月）

就職理由
中退者数

②

修了者数

3人
（1人）

基礎コース

実践コース

合 　　計

令和３年度

（R3.4～R3.12）

264人

41人

223人

令和２年度

コース数

120コース

287コース

基礎コース

実践コース

基礎コース 3,882人 4,169人

3,167人

就職理由
以外の

中退者数

85人

323人

①

就職理由
中退者数

73人

33人

求職者支援訓練の修了者等の就職状況（訓練終了３か月後）

16,129人 12,757人 335,066人

（昨年同時期） 52コース 412人

実践コース

※就職は令和３年５月末までに終了した訓練コースについて集計（令和４年１月25日時点の数値。）

※平成28年４月以降に開講したコースより訓練終了時に65歳以上の者は、雇用保険適用就職率の算定から除外していること。

コース数

1コース

7コース

受講者数

45人
（1人）

③

公共訓練受講
中又は受講決

定
（基礎のみ）

0人

－

雇用保険
適用就職率

（注）小数点第2位
以下切り捨て

50.0%

59.6%

0人3人

49人

就職理由
以外の

中退者数

1人 28人
（0人）

3人

※（　）内は訓練終了時において65歳以上の者。

（昨年同時期）

　　　　　　 令和２年度の事業目標･･･雇用保険適用就職率：　〔基礎コース〕58%　　〔実践コース〕63%

≪参考≫　平成29年度から令和元年度の事業目標･･･雇用保険適用就職率：　〔基礎コース〕55%　　〔実践コース〕60%

③

37人
（0人）

－

④

就職者数

451人
（7人）

雇用保険
適用就職率

（注）小数点第2位
以下切り捨て

55.2%

62.7%1,770人
（15人）

②

修了者数

793人
（25人）

2,611人
（47人）

公共訓練受講
中又は受講決

定
（基礎のみ）

受講者数

951人

132,032人

（R2.4～R2.12）

230人

61人

169人

累計

（H23.10～R3.12）

5,677人

1,864人

3,813人

0コース 0人 0人 0人 0人
（0人）

0人 0人
（0人）

－

（昨年同時期） 3コース 36人 4人 4人 28人
（0人）

－ 19人
（0人）

59.3%

求職者支援訓練受講者数（令和３年４月～令和３年12月）

令和３年度 令和２年度 累計

（R3.4～R3.12） （R2.4～R2.12） （H23.10～R3.12）

合 　　計 20,011人 16,926人 467,098人

≪参考≫　平成29年度から令和元年度の事業目標･･･雇用保険適用就職率：　〔基礎コース〕55%　　〔実践コース〕60%

40人 28人 344人
（16人）

23人
（0人）

159人
（3人）

46.8%

（昨年同時期） 115コース 1,112人 153人 91人 868人
（9人）

－ 548人
（5人）

57.2%

※（　）内は訓練終了日において65歳以上の者。

【就職率の計算方法】 基礎コース･･･④／（①＋②－③） 実践コース･･･④／（①＋②）



4 100.0% 70 100.0% 20 100.0%

うち介護パッケージ 3 75.0% 50 71.4% 11 55.0%

7 100.0% 102 100.0% 57 100.0%

短期間・短時間 4 57.1% 62 60.8% 29 50.9%

短期間 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

短時間 3 42.9% 40 39.2% 28 49.1%

4 100.0% 62 100.0% 29 100.0%

２週間以上１か月未満 2 50.0% 35 56.5% 19 65.5%

１か月以上２か月未満 2 50.0% 27 43.5% 10 34.5%

２か月以上３か月未満 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

7 100.0% 102 100.0% 57 100.0%

60時間以上80時間未満 4 57.1% 62 60.8% 29 50.9%

80時間以上100時間未満 3 42.9% 40 39.2% 28 49.1%

285 100.0% 4,610 100.0% 1,717 100.0%

うち介護パッケージ 155 54.50% 2,652 57.50% 1,052 61.30%

638 100.0% 10,279 100.0% 3,516 100.0%

短期間・短時間 312 48.9% 4,688 45.6% 1,210 34.4%

短期間 94 14.7% 1,412 13.7% 500 14.2%

短時間 232 36.4% 4,179 40.7% 1,806 51.4%

406 100.0% 6,100 100.0% 1,710 100.0%

２週間以上１か月未満 74 18.2% 1,072 17.6% 290 17.0%

１か月以上２か月未満 115 28.3% 1,668 27.3% 396 23.2%

２か月以上３か月未満 217 53.4% 3,360 55.1% 1,024 59.9%

544 100.0% 8,867 100.0% 3,016 100.0%

60時間以上80時間未満 424 77.9% 7,042 79.4% 2,399 79.5%

80時間以上100時間未満 120 22.1% 1,825 20.6% 617 20.5%

介護コース

短期間・短時間コース

短期間コース内訳

短時間コース内訳

※令和３年12月末までに開始したコースの実績

令和３年度求職者支援訓練　特例措置の実施状況 【全国】

認定コース数 認定定員数 受講者数

介護コース

短期間・短時間コース

短期間コース内訳

短時間コース内訳

※令和３年12月末までに開始したコースの実績

認定コース数 認定定員数 受講者数

令和３年度求職者支援訓練　特例措置の実施状況 【静岡県】



0人 12人 26人 5人 6人 0人 0人 49人
(0.0%) (24.5%) (53.1%) (10.2%) (12.2%) (0.0%) (0.0%) (100.0%)

修了者等 0人 12人 25人 5人 6人 0人 0人 48人
（訓練終了日で65歳以上） (0人) (1人) (0人) (0人) (0人) (0人) (0人) (1人)

雇用保険適用就職者数 0人 6人 14人 4人 4人 0人 0人 28人
（訓練終了日で65歳以上） (0人) (0人) (0人) (0人) (0人) (0人) (0人) (0人)

※平成28年４月以降に開講コースより訓練終了時に65歳以上の者は雇用保険適用就職率の算定から除外していること。

※合計欄の修了者等、雇用保険適用就職者数のカッコ内の人数は訓練終了時65歳以上の者。

※「従前の就職率」とは、雇用保険適用でない就職者を含む就職率をいう。

≪参考≫令和２年度の同期間の分野別就職状況（実践コース）

分野 ＩＴ 営業・販売・事務 医療事務 介護福祉 デザイン 美容 その他 合計

雇用保険適用就職率 0.0% 75.0% 40.0% 83.3% 53.8% 0.0% 0.0% 58.5%
従前の就職率 0.0% 100.0% 60.0% 83.3% 73.1% 0.0% 0.0% 75.6%

令和３年度コース別／分野別（実践コース）就職状況 【静岡県】

　■ 介護福祉分野は雇用保険適用就職率及び従前の就職率ともに高い。
　■ 医療事務分野及びデザイン分野は雇用保険適用就職率・従前の就職率ともに令和２年度同時期を上回っている。

分野 ＩＴ 営業・販売・事務 医療事務 介護福祉 デザイン 美容 その他 合計

0コース 0コース 7コース

受講者数
（割合）

コース数 0コース 2コース 3コース 1コース

0.0% 54.5% 56.0% 80.0%

1コース

66.7% 0.0% 0.0%

※令和３年５月迄に終了した求職者支援訓練修了者等の訓練修了３か月後の就職状況（令和４年１月25日時点）。

※「修了者等」は、就職理由中退者数と修了者数の合計。

59.6%

従前の就職率 0.0% 58.3% 68.0% 100.0% 83.3% 0.0% 0.0% 70.8%

雇用保険適用就職率



認定コース数 認定定員数
計画定員数に対
する認定定員数

の割合
開講コース数 開講定員数

認定定員数に対
する開講定員数

の割合
受講者数

定員充足率（開
講定員数に対す
る受講者数の割

合）

中止コース数
認定コース数に
対する中止コー
スの割合

219 11 134 61.2% 11 134 100.0% 70 52.2% 0 0.0%

772 40 631 81.7% 31 493 78.1% 288 58.4% 9 22.5%

135 3 60 44.4% 3 60 100.0% 17 28.3% 0 0.0%

104 10 145 139.4% 5 75 51.7% 47 62.7% 5 50.0%

14 2 24 171.4% 2 24 100.0% 14 58.3% 0 0.0%

16 252 57.7% 12 184 73.0% 78 42.4% 4 25.0%

9 150 34.3% 9 150 100.0% 132 88.0% 0 0.0%

0 0 0.0% 0 0 － 0 － 0 －

0 0 0.0% 0 0 － 0 － 0 －

82

991 51 765 77.2% 42 627 82.0% 358 57.1% 9 17.6%

認定コース数 認定定員数
計画定員数に対
する認定定員数

の割合
開講コース数 開講定員数

認定定員数に対
する開講定員数

の割合
受講者数

定員充足率（開
講定員数に対す
る受講者数の割

合）

中止コース数
認定コース数に
対する中止コー
スの割合

220 13 163 74.1% 12 143 87.7% 81 56.6% 1 7.7%

500 37 576 115.2% 21 332 57.6% 198 59.6% 16 43.2%

98 7 114 116.3% 3 55 48.2% 19 34.5% 4 57.1%

78 9 135 173.1% 1 15 11.1% 5 33.3% 8 88.9%

10 0 0 0.0% 0 0 － 0 － 0 －

12 187 73.3% 9 137 73.3% 65 47.4% 3 25.0%

9 140 54.9% 8 125 89.3% 109 87.2% 1 11.1%

0 0 0.0% 0 0 － 0 － 0 －

0 0 0.0% 0 0 － 0 － 0 －

59

720 50 739 102.6% 33 475 64.3% 279 58.7% 17 34.0%

認定コース数 認定定員数
計画定員数に対
する認定定員数

の割合
開講コース数 開講定員数

認定定員数に対
する開講定員数

の割合
受講者数

定員充足率（開
講定員数に対す
る受講者数の割

合）

中止コース数
認定コース数に
対する中止コー
スの割合

200 12 157 78.5% 9 107 68.2% 61 57.0% 3 25.0%

420 37 532 126.7% 31 434 81.6% 228 52.5% 6 16.2%

88 5 74 84.1% 4 59 79.7% 33 55.9% 1 20.0%

48 7 96 200.0% 5 67 69.8% 34 50.7% 2 28.6%

10 0 0 0.0% 0 0 － 0 － 0 －

20 297 136.9% 17 243 81.8% 128 52.7% 3 15.0%

5 65 － 5 65 100.0% 33 50.8% 0 0.0%

0 0 － 0 0 － 0 － 0 －

0 0 － 0 0 － 0 － 0 －

57

620 49 689 111.1% 40 541 78.5% 289 53.4% 9 18.4%

合計

実
践
コ
ー

ス

計

介護福祉分野

医療事務分野

ＩＴ分野

営業・販売・事務分野

437
デザイン分野

建設関連分野

その他

分野共有枠

令和2年度　求職者支援訓練　認定／開講／受講　状況（コース・分野別）【静岡県】
静岡労働局 職業安定部 訓練室

コース・分野別 計画定員数

認定状況 開講状況 受講状況 中止状況

基礎コース

合計

217

介護福祉分野

医療事務分野

ＩＴ分野

営業・販売・事務分野

デザイン分野

建設関連分野

その他

実
践
コ
ー

ス

計

分野共有枠

コース・分野別 計画定員数

認定状況 開講状況 受講状況 中止状況

平成30年度　求職者支援訓練　認定／開講／受講　状況（コース・分野別）【静岡県】
静岡労働局 職業安定部 訓練室

基礎コース

令和元年度　求職者支援訓練　認定／開講／受講　状況（コース・分野別）【静岡県】

静岡労働局 職業安定部 訓練室

コース・分野別 計画定員数

認定状況 開講状況 受講状況 中止状況

基礎コース

合計

実
践
コ
ー

ス

計

介護福祉分野

医療事務分野

ＩＴ分野

営業・販売・事務分野

255
デザイン分野

建設関連分野

その他

分野共有枠

　（注）（全年度とも）実践コースの「分野共有枠」は、各分野の計画定員数を超えて認定がされた場合にゆうこうとなるものであるが、当該認定分はそれぞれの分野に組み込まれることになる。
　　　　　このため、「分野共有枠」は「計画定員数」以外を斜線としている。



168 (138) 6 (8) 69 (96) 41.1% (69.6%) 6 (8) 69 (96) 100.0% (100.0%) 41 (49) 59.4% (51.0%) 0 (0) 0.0% (0.0%)

707 (605) 39 (25) 584 (396) 82.6% (65.5%) 25 (20) 390 (316) 66.8% (79.8%) 223 (186) 57.2% (58.9%) (14) (5) 35.9% (20.0%)

70 (121) 6 (3) 103 (60) 147.1% (49.6%) 4 (3) 70 (60) 68.0% (100.0%) 20 (17) 28.6% (28.3%) 2 (0) 33.3% (-)

134 (68) 10 (5) 155 (75) 115.7% (110.3%) 4 (2) 60 (30) 38.7% (40.0%) 27 (21) 45.0% (70.0%) 6 (3) 60.0% (60.0%)

44 (8) 2 (1) 24 (12) 54.5% (150.0%) 2 (1) 24 (12) 100.0% (100.0%) 14 (7) 58.3% (58.3%) 0 (0) - (-)

14 (10) 197 (149) 52.3% (53.6%) 8 (8) 131 (114) 66.5% (76.5%) 67 (48) 51.1% (42.1%) 6 (2) 42.9% (20.0%)

6 (6) 90 (100) 23.9% (36.0%) 6 (6) 90 (100) 100.0% (100.0%) 82 (93) 91.1% (93.0%) 0 (0) - (-)

0 (0) 0 (0) - (-) 0 (0) 0 (0) - (-) 0 (0) - (-) 0 (0) - (-)

1 (0) 15 (0) 4.0% (-) 1 (0) 15 (0) 100.0% (-) 13 (0) 86.7% (-) 0 (0) - (-)

82 (130)

875 (743) 45 (33) 653 (492) 74.6% (66.2%) 31 (28) 459 (412) 70.3% 83.7% 264 (235) 57.5% (57.0%) 14 (5) 31.1% (15.2%)

令和３年度（４月～12月）　求職者支援訓練　認定／開講／受講　状況（コース・分野別）【静岡県】
静岡労働局 職業安定部 訓練室

コース・分野別 計画定員数

認定状況 開講状況 受講状況 中止状況

認定コース数に対する
中止コースの割合

開講コース数 開講定員数
認定定員数に対する
開講定員数の割合

受講者数
定員充足率（開講定員数に
対する受講者数の割合）

中止コース数認定コース数 認定定員数
計画定員数に対する
認定定員数の割合

令
和
3
年
度

（
4
月
～
1
2
月
計

）

基礎コース

実
践
コ
ー

ス

計

介護福祉分野

医療事務分野

ＩＴ分野

営業・販売・事務分野

(278)
デザイン分野

建設関連分野

その他

分野共有枠

377

15.9

合計

対前年度比（％・コース） 17.8 36.4 32.7 8.4 10.7

（　）内は令和２年度４～12月

11.4 ▲ 13.4 12.3 0.5 9



jimu 

３　中止率の状況
中止率（認定コース数に対する中止コース数の割合）が低いコースは「基礎コース」（0.0％）、「ＩＴ分野」（0.0％）、「デザイン分野」
（0.0%）となっているが、認定コースが多い分野ほど中止率が高い。

令和３年度　求職者支援訓練　認定／定員充足／中止　状況（コース・分野別）【静岡県】

静岡労働局 職業安定部 訓練室

１　認定率の状況
認定率（計画定員数（静岡県地域職業訓練実施計画で策定されたコース別定員数）に対する認定定員数（実施機関から申請を受け機構が認定した

コース別定員数）の割合）は、「介護福祉分野」（147.1％）、「医療事務分野」（115.7%）で100%を超え、次いで、「その他」（80.1%）の
順となっている。

２　定員充足率の状況
定員充足率（開講定員数（開講されたコースにおける定員数）に対する受講者数の割合）は、「デザイン分野」（91.1%）が最も高く、次い

で、「基礎コース」（59.4%）、「ＩＴ分野」（58.3％）の順となっている。

基礎コース 介護福祉分野 医療事務分野 IT分野 その他

計画定員数 168 70 134 44 377
認定定員数 69 103 155 24 302
認定率 41.1% 147.1% 115.7% 54.5% 80.1%

41.1%

147.1%

115.7%

54.5%

80.1%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

140.0%

160.0%

0

50

100

150

200

250

300

350

400

人

「その他」は、

「営業・販売・事務」

「デザイン」

が認定されている。

基礎コース 介護福祉分野 医療事務分野 IT分野
営業・販売・事務分

野
デザイン 建設関連等

認定コース数 6 6 10 2 14 6 0
開講コース数 6 4 4 2 8 6 0
中止コース数 0 2 6 0 6 0 0
中止率 0.0% 33.3% 60.0% 0.0% 42.9% 0.0% 0.0%

0.0%

33.3%

60.0%

0.0%

42.9%

0.0% 0.0%
0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

0
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16

コ
ー
ス

基礎コース 介護福祉分野 医療事務分野 IT分野
営業・販売・事務分

野
デザイン 建設関連等

(a)認定定員数 69 103 155 24 197 90 0
(b)開講定員数 69 70 60 24 131 90 0
(c)受講者数 41 20 27 14 67 82 0
受講率(c)／(b) 59.4% 28.6% 45.0% 58.3% 51.1% 91.1% 0.0%

59.4%

28.6%

45.0%

58.3%
51.1%

91.1%

0.0%
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１認定・開講状況

令和３年度 基礎コースと実践コースの割合

　令和３年度の認定及び開校状況は、前年度と比べると基礎コースは認定・開校ともに減少し、実践コースで
は認定は6.9％、開講は6.4％増加している。

静岡労働局 職業安定部 訓練室
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基礎, 69, 
15.0%

実践, 
390, 

85.0%

開講基礎, 
69, 

10.6%

実践, 
584, 

89.4%

認定
基礎, 
134, 

17.5%

実践, 
631, 

82.5%

認定
基礎, 
134, 

21.4%

実践, 
493, 

78.6%

開講

令和２年度の基礎と実践の割合 令３年度（４月～12月）の基礎と実践の割合



２定員・応募・受講状況

基礎コース H30 R1 R2
R3

（4月～12月） 実践コース H30 R1 R2
R3

（4月～12月）

応募倍率 0.65 0.66 0.64 0.81 応募倍率 0.59 0.72 0.79 0.80

定員充足率 57.0% 56.6% 52.2% 59.4% 定員充足率 52.5% 59.6% 58.4% 57.2%

認定コース数 12 12 11 6 認定コース数 37 21 40 39

中止コース数 3 1 0 0 中止コース数 6 16 9 14

中止率 25.0% 7.7% 0.0% 0.0% 中止率 16.2% 43.2% 22.5% 35.9%

　令和３年度の定員充足率は、基礎コースで増加し、実践コースでは僅かながら減少に転じている。中止コース数
は、実践コースでは令和３年12月末現在で、前年度より５コースの増加となっている。

　　　　　静岡労働局 職業安定部 訓練室
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１．令和３年４月から12月開講コースにおける受講者の年齢階層別男女比率

年令階層 20歳未満
20歳～
24歳

25歳～
29歳

30歳～
34歳

35歳～
39歳

40歳～
44歳

45歳～
49歳

50歳～
54歳

55歳～
59歳

60歳～
64歳

65歳以上 合計

受講者数 2 8 14 7 3 5 3 6 1 9 4 62

割合 3.2% 12.9% 22.6% 11.3% 4.8% 8.1% 4.8% 9.7% 1.6% 14.5% 6.5% 100.0%

受講者数 2 18 27 28 20 25 34 22 10 10 6 202

割合 1.0% 8.9% 13.4% 13.9% 9.9% 12.4% 16.8% 10.9% 5.0% 5.0% 3.0% 100.0%

※受講者数は基礎コース・実践コースの合算

令和３年度求職者支援訓練開講コースの受講者構成

　令和3年度の開講コースの受講者の男女比は、女性が７割以上を占め、男性より約3倍多く受講している。
　年齢階層は、女性では40歳台後半をピークに20歳～54歳までの幅広い年齢層で受講者が多く、男性では20歳台後半と60歳以上で多くなっ
ている。

静岡労働局　職業安定部　訓練室
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44歳

45歳～
49歳
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54歳

55歳～
59歳
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64歳

65歳以上

年令階層別男女比 男性 女性
単位：人

20歳未満, 
2, 3.2%

20歳～
24歳, 8, 
12.9%

25歳～
29歳, 14, 

22.6%
30歳～
34歳, 7, 
11.3%

35歳～
39歳, 3, 

4.8%

40歳～
44歳, 5, 

8.1%

45歳～
49歳, 3, 

4.8%

50歳～
54歳, 6, 

9.7%

55歳～
59歳, 1, 

1.6%

60歳～
64歳, 9, 
14.5%

65歳以上, 
4, 6.5%

男性
20歳未満, 

2, 1.0%

20歳～
24歳, 18, 

8.9%
25歳～

29歳, 27, 
13.4%

30歳～
34歳, 28, 

13.9%
35歳～

39歳, 20, 
9.9%

40歳～
44歳, 25, 

12.4%

45歳～
49歳, 34, 

16.8%

50歳～
54歳, 22, 

10.9%

55歳～
59歳, 10, 

5.0%

60歳～
64歳, 10, 

5.0% 65歳以上, 
6, 3.0%

女性



年令階層 20歳未満
20歳～
24歳

25歳～
29歳

30歳～
34歳

35歳～
39歳

40歳～
44歳

45歳～
49歳

50歳～
54歳

55歳～
59歳

60歳～
64歳

65歳以上 合計

受講者数 1人 3人 3人 3人 0人 2人 0人 0人 0人 2人 0人 14人

割合 7.1% 21.4% 21.4% 21.4% 0.0% 14.3% 0.0% 0.0% 0.0% 14.3% 0.0% 100.0%

受講者数 0人 3人 9人 7人 5人 8人 12人 12人 5人 4人 2人 67人

割合 0.0% 4.5% 13.4% 10.4% 7.5% 11.9% 17.9% 17.9% 7.5% 6.0% 3.0% 100.0%

受講者数 2人 3人 4人 4人 0人 3人 5人 4人 1人 1人 0人 27人

割合 7.4% 11.1% 14.8% 14.8% 0.0% 11.1% 18.5% 14.8% 3.7% 3.7% 0.0% 100.0%

受講者数 0人 0人 2人 3人 1人 3人 3人 3人 0人 2人 3人 20人

割合 0.0% 0.0% 10.0% 15.0% 5.0% 15.0% 15.0% 15.0% 0.0% 10.0% 15.0% 100.0%

受講者数 0人 13人 20人 15人 12人 7人 8人 1人 2人 3人 1人 82人

割合 0.0% 15.9% 24.4% 18.3% 14.6% 8.5% 9.8% 1.2% 2.4% 3.7% 1.2% 100.0%

受講者数 0人 1人 1人 1人 2人 3人 3人 2人 0人 0人 0人 13人

割合 0 7.7% 7.7% 7.7% 15.4% 23.1% 23.1% 15.4% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
理容・美容

※令和3年度開講分
（4月～12月）

　令和３年度は、受講年齢幅が広い営業・販売・事務分野及びデザイン分野で受講者が多くなっている。

営業・販
売・事務

医療事務

介護福祉

ＩＴ

静岡労働局　職業安定部　訓練室２．実践コース分野別・年齢階層

デザイン
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4人 4人
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2人 3人
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3人 3人

0人 2人
3人0人
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15人
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7人
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2人
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1人
0人

1人

1人

1人

2人
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3人
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0人
0人

0人
0人

10人

20人

30人

40人

50人

20歳未満 20歳～
24歳

25歳～
29歳

30歳～
34歳

35歳～
39歳

40歳～
44歳

45歳～
49歳

50歳～
54歳

55歳～
59歳

60歳～
64歳

65歳以上

年令階層別・分野別受講者数
ＩＴ 営業・販売・事務 医療事務

介護福祉 デザイン 理容・美容
単位：人



３．コース別・男女比率

基礎コース 実践コース 計

男性 11 51 62

（割合） 26.8% 22.9% 23.5%

女性 30 172 202

（割合） 73.2% 77.1% 76.5%

４．実践コース分野別・男女比率

ＩＴ
営業・販売・
事務

医療事務 介護福祉 デザイン 理容・美容 計

男性 10 11 1 6 23 0 51

（割合） 0.0% 16.4% 3.7% 30.0% 28.0% 0.0% 22.9%

女性 4 56 26 14 59 13 172

（割合） 0.0% 83.6% 96.3% 70.0% 72.0% 0.0% 77.1%

※令和３年12月開講コースまで

　コース別では、基礎コース及び実践コース共に受講者の７割を女性の受講者が占めている。
　分野別では、ＩＴ分野のみ男性の受講者が上回り、理容・美容分野及び医療事務分野では、ほぼ女性の受講者のみとなっている。

男性, 
11, 

26.8%

女性, 
30, 

73.2%

基礎コース
男性, 

51, 
22.9%
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ＩＴ
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男性, 
11, 

16.4%

女性, 
56, 

83.6%

営業・販売・事務 男性, 
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理容・美容



年令階層 20歳未満
20歳～
24歳

25歳～
29歳

30歳～
34歳

35歳～
39歳

40歳～
44歳

45歳～
49歳

50歳～
54歳

55歳～
59歳

60歳～
64歳

65歳以上 合計

受講者数 1 2 2 2 0 1 0 0 0 2 0 10
割合 9.1% 18.2% 18.2% 18.2% 0.0% 9.1% 0.0% 0.0% 0.0% 18.2% 0.0% 100.0%
受講者数 0 0 5 1 1 1 1 2 0 0 0 11
割合 0.0% 0.0% 45.5% 9.1% 9.1% 9.1% 9.1% 18.2% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
受講者数 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
割合 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
受講者数 0 0 1 1 0 0 0 2 0 1 1 6
割合 0.0% 0.0% 16.7% 16.7% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0% 16.7% 16.7% 100.0%
受講者数 0 5 6 3 1 3 1 1 0 2 1 23
割合 0.0% 21.7% 26.1% 13.0% 4.3% 13.0% 4.3% 4.3% 0.0% 8.7% 4.3% 100.0%
受講者数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
割合 － － － － － － － － － － － －

年令階層 20歳未満
20歳～
24歳

25歳～
29歳

30歳～
34歳

35歳～
39歳

40歳～
44歳

45歳～
49歳

50歳～
54歳

55歳～
59歳

60歳～
64歳

65歳以上 合計

受講者数 0 1 1 1 0 1 0 0 0 0 0 4
割合 0.0% 1.8% 1.8% 1.8% 0.0% 1.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
受講者数 0 3 4 6 4 7 11 10 5 4 2 56
割合 0.0% 5.4% 7.1% 10.7% 7.1% 12.5% 19.6% 17.9% 8.9% 7.1% 3.6% 100.0%
受講者数 1 3 4 4 0 3 5 4 1 1 0 26
割合 3.8% 11.5% 15.4% 15.4% 0.0% 11.5% 19.2% 15.4% 3.8% 3.8% 0.0% 100.0%
受講者数 0 0 1 2 1 3 3 1 0 1 2 14
割合 0.0% 0.0% 7.1% 14.3% 7.1% 21.4% 21.4% 7.1% 0.0% 7.1% 14.3% 100.0%
受講者数 0 8 14 12 11 4 7 0 2 1 0 59
割合 0.0% 13.6% 23.7% 20.3% 18.6% 6.8% 11.9% 0.0% 3.4% 1.7% 0.0% 100.0%
受講者数 0 1 1 1 2 3 3 2 0 0 0 13
割合 0.0% 1.7% 1.7% 1.7% 3.4% 5.1% 5.1% 3.4% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

営業・販売・事務

医療事務

介護福祉

ＩＴ

　実践コースの年齢階層別受講者をみると、男性は20歳台後半に集中し、女性は20歳～54歳まで幅広く受講しているが、分野別では男
女ともにデザイン分野と営業・販売・事務分野がそれぞれ１位・２位となり、特定の分野への偏りが見られる。

営業・販売・事務

５．実践コース分野別・年齢階層別受講者【男性】

ＩＴ

理容・美容

理容・美容

医療事務

介護福祉

デザイン

デザイン

６．実践コース分野別・年齢階層別受講者【女性】
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単位：人



278 94 63.7% 30.0% 53.1% 55.2%

610 206 62.5% 39.5% 54.1% 68.3%

157 61 68.2% 25.0% 57.0% 53.1%

532 228 81.6% 16.2% 52.5% 61.1%

163 81 87.7% 7.7% 56.6% 60.9%

576 198 57.6% 43.2% 59.6% 59.3%

134 70 100.0% 0.0% 52.2% 52.5%

631 288 78.1% 22.5% 58.4% 53.9%

69 41 100.0% 0.0% 59.4% 50.0%

584 223 66.8% 35.9% 57.2% 59.6%

※令和３年度の就職率は令和３年５月までに終了したコースの訓練修了３か月までの就職状況（令和４年１月25日時点の数値）。

※上段が基礎コース、下段が実践コースの数値。

（参考）平成26年度から令和元年度までの事業目標：就職率〔基礎コース〕55%　〔実践コース〕60%

　　　　 令和３年度の事業目標：雇用保険適用就職率〔基礎コース〕58%　〔実践コース〕63%

57.1% 53.6%令和２年度 765 358 82.0% 17.6%

62.8% 64.9%36.5% 53.8%

令和元年度

求職者支援訓練の実施状況

開講コースの
充足率

就職率中止率

58.7%

78.5%

34.0%64.3% 59.7%279

認定定員

739

689 289

受講者数

平成30年度

静岡労働局 職業安定部 訓練室

開講率

59.2%18.4% 53.4%

平成29年度 888 300

57.5% 59.2%
令和３年度

（４月～12月）
653 264 70.3% 31.1%
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　　令和３年４月から令和３年12月までに県内ハローワークを利用された求職者に、職業訓練に

　関するアンケートを実施しました。（回答数7,234件）

１　「どのような分野の職業訓練に関心がありますか」

　　「営業・販売・事務」2,023件、「ＩＴ系」956件、「医療事務」869件の順でした。

　上位３分野で有効回答数7,234件のうち53.2％を占めています。

合  計 7,234

営業・販売・事務 2,023

ＩＴ 956

医療事務 869

介護福祉 740

デザイン 724

製造系 504

建築系 373

電気・設備系 323

理容・美容 226

その他 496

単位：件

２　「関心のある理由は何ですか」

　　「技術・資格などのレベルアップが必要」2,463件、「自分に合うと思う」1,364件、

　「就職しやすいと思う」1,194件、「その他」301件。

合  計 5,322

レベルアップ必要 2,463

自分に合う 1,364

就職しやすい 1,194

その他 301

単位：件

職業訓練ニーズ等に関する求職者アンケート実施結果（抜粋掲載）

営業・販売・事務
28%

ＩＴ
13%

医療事務
12%

介護福祉
10%

デザイン
10%

製造系
7%

建築系
5%

電気・設備系
5%

理容・美容
3%

その他
7%

職業訓練分野への関心

レベルアップ必要
46%

自分に合う
26%

就職しやすい
22%

その他
6%

関心のある理由



３　「どの位の訓練期間でしたら受講を希望しますか」

　　「３ヶ月」1,704件、「３ヶ月～６ヶ月」1,220件の順でした。

　上位２期間で有効回答数4,617件のうち63.3％を占めています。

合  計 3,832

３ヶ月 1,704

３ヶ月～６ヶ月 1,220

２ヶ月 767

１ヶ月 375

１ヶ月未満 322

６ヶ月～１年 187

１年以上 42
単位：件

３ヶ月
37%

３ヶ月～６ヶ月
26%

２ヶ月
17%

１ヶ月
8%

１ヶ月未満
7%

６ヶ月～１年
4%

１年以上
1%

訓練期間



コース一覧 東部合計 中部合計 西部合計 総合計

パソコン 77 46 31 154

ＷＥＢ・デザイン関係 22 25 12 59

介護関係 16 21 14 51

医療・調剤事務 20 19 12 51

簿記 13 7 11 31

製造（食品関連等） 24 3 2 29

調理 23 1 4 28

運転手全般（タクシー・大型等） 14 6 6 26

ＣＡＤ 12 4 9 25

農業 10 3 10 23

情報ビジネス 6 12 5 23

サービス関係 12 5 5 22

造園・園芸 8 4 9 21

医療関係 14 1 2 17

設計関係 6 4 4 14

カウンセラー（臨床心理・産業・心理等） 6 2 4 12

建設機械・産業機械・玉掛等 4 5 3 12

ゴミ処理・清掃 4 1 4 9

不動産スキル 3 3 2 8

翻訳 5 1 2 8

動物関連 3 1 2 6

自動車関係 1 0 4 5

宅地建物取引士 1 1 2 4

ＦＰ 2 1 0 3

社会保険労務士 1 1 1 3

教育関連 1 0 2 3

ビジネスマナー・敬語 2 0 0 2

  訓練ニーズ等（求職者）に関するアンケート集計表

R3年度(R3.04～R3.12)
静岡労働局 職業安定部 訓練室  

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180
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静 岡 県 内 の 最 近 の 雇 用 情 勢 

（令和４年１月分） 
 
 
 
 
 
 
 
静岡労働局では、公共職業安定所（ハローワーク）における求人、求職、就職の状況をとりまとめ、求人倍率などの 

指標を作成し、「静岡県内の最近の雇用情勢」として毎月公表しています。 

１． 有効求人・有効求職・有効求人倍率の推移 

◎有効求人倍率（季節調整値）は１．１８倍となり、前月を０．０４ポイント上回った。 

１２か月連続で１倍台となり、全国値（１．２０倍）を３か月連続で下回った。 
 

  ・有効求人数（季節調整値）は 65,802 人（前月比 3.2％増）となり、３か月連続の増加となった。 

  ・有効求職者数（季節調整値）は 55,915 人（前月比 0.2％減）となり、４か月ぶりの減少となった。 

72,144

78,361 79,515

71,740

54,368

56,500

56,881 57,217 57,766 58,812
60,213 61,620 62,334 62,189 62,089 62,826 63,734

65,802

52,068 49,529 47,265 48,617

55,783 57,262

56,341 55,674 55,612 54,719 53,717 52,778 52,511 52,418 53,558 54,883 56,003 55,915

1.39 
1.54 

1.62 

1.55 

1.10 1.08 1.09 1.10 1.09 1.10 1.13 

1.14 1.15 1.15 

1.16 1.17 1.17 1.20 

1.39 

1.58 
1.68 

1.48 

0.97 0.99 1.01 1.03 1.04 1.07 
1.12 

1.17 1.19 1.19 

1.16 1.14 1.14 1.18 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8
人倍

有効求人数 有効求職者数 有効求人倍率(全国) 有効求人倍率(静岡県)

 

28年度29年度30年度令和元年度 令和２年度 R３.１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 R４.１月

全国 1.39 1.54 1.62 1.55 1.10 1.08 1.09 1.10 1.09 1.10 1.13 1.14 1.15 1.15 1.16 1.17 1.17 1.20
静岡県 1.39 1.58 1.68 1.48 0.97 0.99 1.01 1.03 1.04 1.07 1.12 1.17 1.19 1.19 1.16 1.14 1.14 1.18

 

Press Release 静岡労働局 

※1 月別の数値は季節調整済みの数値である。 

※2 季節調整については、年に１度季節調整替えを行っている。なお、令和３年 12月以前の数値は新季節指数により改定されている。 

※3 ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和 3 年 9 月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で

求職登録した求職者数や、求職者がハローワークインターネットサービスの求人に直接応募した就職件数等が含まれている。 

＜雇用情勢の概況＞ 

県内の雇用情勢は、改善の動きが落ち着いているものの、 

  新型コロナウイルス感染症の影響に注意する必要がある。 

 



 ２．地域別有効求人倍率の状況

３．職業別有効求人倍率（常用）の状況

４．正社員の有効求人倍率・有効求人数・求人割合の状況

※1　正社員の有効求人倍率は、正社員の月間有効求人数をパートタイムを除く常用の月間有効求職者数（P6の（Ⅱ一般）-（11.月間有効求職者数）-（うち常用）参照）で

    除して算出しているが、パートタイムを除く常用の月間有効求職者数には、派遣労働者や契約社員を希望する者も含まれるため、厳密な意味での正社員有効求人倍率

    より低い値となる。

※2　正社員の求人割合は、正社員の月間有効求人数を月間有効求人数（全数）（P6の（Ⅰ全数）-（4.月間有効求人数）参照）で除して算出している。

　◎地域別有効求人倍率は、東部１．２０倍、中部１．４３倍、西部１．１８倍となり、全ての地域で前年同月を
　　 上回った。

　◎職種別有効求人倍率は、建設・採掘の職業が6.72倍、保安の職業が6.57倍、保育士の職業が4.40倍と高くな
　　 っており、事務的職業は0.46倍と低くなっている。

　◎正社員の有効求人倍率は1.05倍となり、前年同月を0.20Ｐ上回り、全国値（0.97倍）を１１か月連続で上回った。
　　 正社員の有効求人数は、32,477人となり、前年同月を９か月連続で上回った。
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  ５．新規求人・新規求職・新規求人倍率(季節調整値）の推移

６．新規求人数の推移

７．産業別新規求人の状況

◎新規求人倍率（同）は２．１７倍となり、前月を０．０８ポイント下回った。９か月連続で２倍台と
   なり、全国値（２．１６倍）を０．０１ポイント上回った。

◎新規求人数は、24,929人となり、前年同月比で15.6％増加した。うち一般求人数は15,269人となり、
　17.1％増加、パート求人数は9,660人となり、13.3％増加した。

    ◎産業別の新規求人数は、建設業、製造業、運輸業，郵便業、卸売業，小売業、 宿泊業，飲食サービス業、
　　　医療，福祉、サービス業で増加した。
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※1 月別の数値は季節調整済みの数値である。
※2 季節調整については、年に１度季節調整替えを行っている。なお、令和３年12月以前の数値は新季節指数により改定されている。
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８．事業所規模別新規求人の状況

９．新規求職者数の推移

 １０．新規求職者（常用フルタイム）の求職申込時の状態別状況の推移

※1 離職者は、｢前職雇用者」と「前職自営、その他」（表中では省略）に分けられる。「前職雇用者」は、離職理由別に「事業主都合」、「自己都合」、

     「定年」・「不明」（表中では省略）に区分される。 このため離職者数は内訳と一致しない。
※2 無業者とは、家事・育児等従業者及び離職後1年を超えて求職活動をしていない者をいう。

※1 パートを除く。

◎事業所規模別新規求人数は、100～299人の規模以外で前年同月を上回った。

◎新規求職者数は、11,051人となり、前年同月を３か月連続上回った。

◎新規常用求職者の求職申込時の状態は、前年同月比で在職者は２．９％の減少、離職者は
　２．６％の増加、事業主都合は０．７％の減少となった。
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１１．人員整理の状況

　 （１） 人員整理の状況の推移

  ◎人員整理は、２件１０５人であった。

※再就職援助計画・大量離職変動届受理等状況報告より（１事業所１０名以上のみを計上）。

１２．雇用保険関係
　 （１） 雇用保険資格喪失者数の推移

　◎雇用保険資格喪失者数は１６，５８４人で、前年同月を１６．６％上回った。

　 （２） 雇用保険資格喪失者の内、事業主都合離職者数の推移

　◎事業主都合による離職者数は７０９人で、前年同月を１２．８％下回った。

※ 雇用保険の被保険者資格喪失データより。

※ 雇用保険の被保険者資格喪失データより。
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　 （３） 雇用保険受給資格決定件数の推移

　◎雇用保険受給資格決定件数は２，８３５人で、前年同月を１．５％上回った。

　 （４） 雇用保険受給者実人員数の推移

　◎雇用保険受給者実人員数は１１，０１５人で、前年同月を１７．５％下回った。

１３．ハローワーク別主要指標の状況（令和３年４月～令和４年１月）

下田 三島 沼津 富士 富士宮 清水 静岡 焼津 島田 掛川 磐田 浜松

576 2,269 2,738 1,714 1,100 1,311 2,811 1,842 1,455 1,457 1,887 4,924 24,084

547 1,797 2,739 1,676 950 1,392 3,296 1,703 1,239 1,348 1,668 5,005 23,360

116 748 1,132 734 400 557 1,179 822 482 578 803 2,232 9,783

※1　雇用保険の基本手当の所定給付日数の3分の2以上残して早期に就職する件数。実績が確定するのは就職件数、充足件数より1～2か月程度遅れる。

※2　就職件数はハローワークインターネットサービスで探した求人に直接応募する「オンライン自主応募」による就職は含まれない。

ハローワーク利用登録者の指標

※　「ハローワーク利用登録者」とは、ハローワークに来所し、求職申込みをした者。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 所 別
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年  月 対 前 月 対 前 年 同 月

項  目 増 減 率 （ 差 ） 増 減 率 （ 差 ）

1 11,051 7,842 11,006 40.9 ％ 0.4 ％ 

う ち 常 用 11,006 7,813 10,971 40.9 ％ 0.3 ％ 

2 52,823 52,271 53,926 1.1 ％ ▲ 2.0 ％ 

う ち 常 用 52,643 52,098 53,744 1.0 ％ ▲ 2.0 ％ 

3 24,929 22,367 21,567 11.5 ％ 15.6 ％ 

う ち 常 用 22,641 20,199 19,612 12.1 ％ 15.4 ％ 

4 66,980 64,746 57,354 3.5 ％ 16.8 ％ 

う ち 常 用 61,195 59,285 52,427 3.2 ％ 16.7 ％ 

5 10,261 8,209 11,435 25.0 ％ ▲ 10.3 ％ 

6 2,274 2,395 2,225 ▲ 5.1 ％ 2.2 ％ 

7 2,215 2,296 2,185 ▲ 3.5 ％ 1.4 ％ 

※ 2.17 倍 ※ 2.23 倍 ※ 1.88 倍 ▲ 0.06 ｐ 0.29 ｐ 

2.26 倍 2.85 倍 1.96 倍 ▲ 0.59 ｐ 0.30 ｐ 

※ 1.18 倍 ※ 1.10 倍 ※ 0.99 倍 0.08 ｐ 0.19 ｐ 

1.27 倍 1.24 倍 1.06 倍 0.03 ｐ 0.21 ｐ 

東 部 （ 原 数 値 ） 1.20 倍 1.18 倍 1.02 倍 0.02 ｐ 0.18 ｐ 

中 部 （ 原 数 値 ） 1.43 倍 1.37 倍 1.24 倍 0.06 ｐ 0.19 ｐ 

西 部 （ 原 数 値 ） 1.18 倍 1.17 倍 0.95 倍 0.01 ｐ 0.23 ｐ 

10 20.6 ％ 30.5 ％ 20.2 ％ ▲ 9.9 ｐ 0.4 ｐ 

11 8.9 ％ 10.3 ％ 10.1 ％ ▲ 1.4 ｐ ▲ 1.2 ｐ 

12 7,005 5,116 6,959 36.9 ％ 0.7 ％ 

う ち 常 用 6,985 5,101 6,941 36.9 ％ 0.6 ％ 

13 31,146 30,501 32,872 2.1 ％ ▲ 5.3 ％ 

う ち 常 用 31,067 30,425 32,789 2.1 ％ ▲ 5.3 ％ 

14 15,269 14,416 13,044 5.9 ％ 17.1 ％ 

う ち 常 用 14,185 13,327 12,157 6.4 ％ 16.7 ％ 

15 42,154 41,066 35,809 2.6 ％ 17.7 ％ 

う ち 常 用 39,353 38,392 33,689 2.5 ％ 16.8 ％ 

16 6,218 5,198 7,037 19.6 ％ ▲ 11.6 ％ 

17 1,243 1,258 1,269 ▲ 1.2 ％ ▲ 2.0 ％ 

18 1,237 1,226 1,253 0.9 ％ ▲ 1.3 ％ 

19 17.7 ％ 24.6 ％ 18.2 ％ ▲ 6.9 ｐ ▲ 0.5 ｐ 

20 8.1 ％ 8.5 ％ 9.6 ％ ▲ 0.4 ｐ ▲ 1.5 ｐ 

21 4,046 2,726 4,047 48.4 ％ ▲ 0.0 ％ 

う ち 常 用 4,021 2,712 4,030 48.3 ％ ▲ 0.2 ％ 

22 21,677 21,770 21,054 ▲ 0.4 ％ 3.0 ％ 

う ち 常 用 21,576 21,673 20,955 ▲ 0.4 ％ 3.0 ％ 

23 9,660 7,951 8,523 21.5 ％ 13.3 ％ 

う ち 常 用 8,456 6,872 7,455 23.1 ％ 13.4 ％ 

24 24,826 23,680 21,545 4.8 ％ 15.2 ％ 

う ち 常 用 21,842 20,893 18,738 4.5 ％ 16.6 ％ 

25 4,043 3,011 4,398 34.3 ％ ▲ 8.1 ％ 

26 1,031 1,137 956 ▲ 9.3 ％ 7.8 ％ 

27 978 1,070 932 ▲ 8.6 ％ 4.9 ％ 

28 25.5 ％ 41.7 ％ 23.6 ％ ▲ 16.2 ｐ 1.9 ｐ 

29 10.1 ％ 13.5 ％ 10.9 ％ ▲ 3.4 ｐ ▲ 0.8 ｐ 

※1  （全数） ＝ （一般：パートタイム以外の常用及び臨時・季節） ＋ （パートタイム：常用的及び臨時的パート）である。
※2　※印欄は季節調整値である。（季節調整法はセンサス局法Ⅱ（X-12-ARIMA)による。）
※3　▲ は減少率（差）、ｐはポイントである。
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産業別新規求人、事業所規模別新規求人の状況

　                     新規求人数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人） （％）

常用計 常用計 常用計

Ａ,Ｂ　農,林,漁業（01～04）　　　 156 145 167 156 ▲ 6.6 ▲ 7.1

Ｄ　建設業（06～08）　　　　 2,534 2,491 2,334 2,309 8.6 7.9

Ｅ　製造業（09～32）　　　　 3,895 3,630 2,938 2,725 32.6 33.2

　　09　食料品製造業　　　　 592 536 575 487 3.0 10.1

　　10　飲料・たばこ・飼料製造業　　　　　 91 88 74 68 23.0 29.4

　　14　パルプ・紙・紙加工品製造業　　 180 179 172 163 4.7 9.8

　　15　印刷・同関連業　 70 66 29 29 141.4 127.6

　　16　化学工業 192 179 88 83 118.2 115.7

　　18　プラスチック製品製造業（別掲を除く） 251 235 206 205 21.8 14.6

　　23　非鉄金属製造業 52 52 45 45 15.6 15.6

　　24　金属製品製造業 366 354 256 250 43.0 41.6

　　25　はん用機械器具製造業 288 248 161 143 78.9 73.4

　　26　生産用機械器具製造業　 279 274 161 159 73.3 72.3

　　27　業務用機械器具製造業　　 64 60 47 46 36.2 30.4

　　28　電子部品・デバイス・電子回路製造業　　　　　 70 70 29 29 141.4 141.4

　　29　電気機械器具製造業 256 227 190 168 34.7 35.1

　　31　輸送用機械器具製造業 650 596 539 510 20.6 16.9

Ｇ　情報通信業（37～41） 298 236 277 234 7.6 0.9

Ｈ　運輸業,郵便業（42～49）　 1,712 1,563 1,259 1,122 36.0 39.3

Ｉ　卸売業,小売業（50～61）　　 2,961 2,763 2,629 2,482 12.6 11.3

　　50～55　卸売業 687 663 551 537 24.7 23.5

　　56～61　小売業 2,274 2,100 2,078 1,945 9.4 8.0

Ｊ　金融業,保険業（62～67）　　 193 164 194 182 ▲ 0.5 ▲ 9.9

Ｋ　不動産業,物品賃貸業（68～70）　　　　 249 244 170 158 46.5 54.4

Ｌ　学術研究,専門・技術サービス業（71～74） 516 452 417 384 23.7 17.7

Ｍ　宿泊業,飲食サービス業（75～77） 1,209 1,107 914 850 32.3 30.2

　　75　宿泊業　　　 601 559 406 381 48.0 46.7

　　76　飲食店　　　 536 491 445 410 20.4 19.8

Ｎ　生活関連サービス業,娯楽業（78～80）　　　 667 628 753 560 ▲ 11.4 12.1

Ｏ　教育,学習支援業（81,82） 402 364 428 408 ▲ 6.1 ▲ 10.8

Ｐ　医療,福祉（83～85） 5,902 5,575 5,206 4,948 13.4 12.7

　　83　医療業 1,856 1,767 1,660 1,587 11.8 11.3

　　85　社会保険・社会福祉・介護事業 4,044 3,806 3,540 3,356 14.2 13.4

Ｒ　サービス業（他に分類されないもの）（88～96） 3,211 2,402 2,530 1,844 26.9 30.3

　　91　職業紹介・労働者派遣業 1,104 448 900 349 22.7 28.4

Ｓ,Ｔ　公務（他に分類されるものを除く）・その他（97,98,99） 899 765 1,261 1,166 ▲ 28.7 ▲ 34.4

24,929 22,641 21,567 19,612 15.6 15.4

29人以下 15,831 14,502 13,607 12,505 16.3 16.0

30～99人 5,973 5,402 5,146 4,690 16.1 15.2

100～299人 2,030 1,797 2,031 1,777 0.0 1.1

300～499人 437 362 353 314 23.8 15.3

500～999人 260 233 153 117 69.9 99.1

1000人以上 398 345 277 209 43.7 65.1

産
業
別

合     計

事
業
所
規
模
別

※求人数の多い主要な産業を表記しているため、合計と内訳の数値は一致しない。

（令和４年１月分）

令和４年１月 令和３年１月 前年同月比

全数（一般＋パート） 全数（一般＋パート） 全数（一般＋パート）



有効求人倍率（全国）

年月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 年計 年度計

平成17年 0.91 0.91 0.93 0.94 0.94 0.95 0.96 0.96 0.96 0.98 0.99 1.01 0.95 0.98

平成18年 1.03 1.04 1.05 1.05 1.07 1.07 1.08 1.07 1.07 1.06 1.06 1.06 1.06 1.06

平成19年 1.06 1.05 1.05 1.07 1.07 1.07 1.06 1.05 1.03 1.01 0.98 0.98 1.04 1.02

平成20年 0.97 0.96 0.96 0.96 0.95 0.92 0.89 0.86 0.83 0.79 0.75 0.71 0.88 0.77

平成21年 0.64 0.57 0.52 0.49 0.46 0.44 0.43 0.42 0.43 0.44 0.44 0.44 0.47 0.45

平成22年 0.45 0.46 0.48 0.49 0.50 0.51 0.53 0.54 0.55 0.56 0.58 0.59 0.52 0.56

平成23年 0.60 0.62 0.62 0.62 0.61 0.62 0.64 0.65 0.67 0.69 0.71 0.72 0.65 0.68

平成24年 0.74 0.75 0.77 0.78 0.79 0.80 0.81 0.82 0.81 0.82 0.82 0.83 0.80 0.82

平成25年 0.84 0.85 0.87 0.88 0.90 0.92 0.93 0.95 0.96 0.99 1.01 1.03 0.93 0.97

平成26年 1.04 1.06 1.07 1.08 1.09 1.09 1.10 1.10 1.10 1.11 1.12 1.14 1.09 1.11

平成27年 1.15 1.16 1.16 1.16 1.18 1.19 1.20 1.22 1.23 1.24 1.26 1.27 1.20 1.23

平成28年 1.29 1.30 1.31 1.33 1.35 1.36 1.36 1.38 1.38 1.40 1.41 1.42 1.36 1.39

平成29年 1.43 1.45 1.45 1.48 1.49 1.50 1.51 1.52 1.53 1.55 1.56 1.58 1.50 1.54

平成30年 1.60 1.59 1.59 1.59 1.60 1.61 1.63 1.63 1.64 1.63 1.63 1.63 1.61 1.62

令和元年 1.63 1.63 1.62 1.62 1.62 1.60 1.59 1.60 1.59 1.59 1.57 1.57 1.60 1.55

令和２年 1.49 1.45 1.39 1.31 1.18 1.12 1.08 1.05 1.04 1.05 1.05 1.06 1.18 1.10

令和３年 1.08 1.09 1.10 1.09 1.10 1.13 1.14 1.15 1.15 1.16 1.17 1.17 1.13

令和４年 1.20

有効求人倍率（静岡県）

年月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 年計 年度計

平成17年 1.12 1.15 1.16 1.16 1.14 1.13 1.12 1.13 1.13 1.13 1.14 1.17 1.14 1.17

平成18年 1.22 1.25 1.26 1.27 1.25 1.25 1.25 1.25 1.25 1.25 1.24 1.23 1.25 1.24

平成19年 1.20 1.20 1.21 1.26 1.25 1.25 1.25 1.22 1.22 1.17 1.15 1.16 1.21 1.20

平成20年 1.17 1.15 1.16 1.16 1.16 1.12 1.08 1.04 0.99 0.92 0.87 0.82 1.05 0.87

平成21年 0.67 0.55 0.45 0.43 0.41 0.40 0.39 0.38 0.39 0.40 0.40 0.40 0.43 0.40

平成22年 0.41 0.42 0.43 0.45 0.46 0.48 0.50 0.51 0.52 0.54 0.55 0.56 0.48 0.52

平成23年 0.57 0.58 0.58 0.55 0.53 0.56 0.59 0.62 0.65 0.67 0.69 0.70 0.61 0.65

平成24年 0.72 0.75 0.78 0.79 0.80 0.80 0.80 0.79 0.78 0.78 0.76 0.77 0.78 0.79

平成25年 0.77 0.79 0.79 0.81 0.82 0.83 0.85 0.86 0.87 0.88 0.91 0.95 0.84 0.90

平成26年 0.99 1.01 1.04 1.05 1.06 1.09 1.08 1.09 1.09 1.10 1.12 1.14 1.07 1.10

平成27年 1.13 1.14 1.14 1.13 1.15 1.16 1.17 1.18 1.21 1.23 1.24 1.26 1.17 1.21

平成28年 1.26 1.26 1.28 1.32 1.33 1.34 1.35 1.35 1.37 1.39 1.42 1.43 1.34 1.39

平成29年 1.44 1.45 1.47 1.51 1.52 1.54 1.54 1.55 1.57 1.60 1.61 1.63 1.53 1.58

平成30年 1.63 1.65 1.64 1.68 1.70 1.71 1.72 1.70 1.69 1.66 1.66 1.67 1.67 1.68

令和元年 1.69 1.68 1.65 1.62 1.59 1.59 1.58 1.57 1.53 1.51 1.46 1.45 1.57 1.48

令和２年 1.38 1.28 1.21 1.17 1.05 0.98 0.91 0.88 0.90 0.92 0.94 0.95 1.04 0.97

令和３年 0.99 1.01 1.03 1.04 1.07 1.12 1.17 1.19 1.19 1.16 1.14 1.14 1.10

令和４年 1.18

有効求人倍率の推移

※１　季節調整法はセンサス局法Ⅱ（X-12-ARIMA)による。なお、令和3年12月以前の数値は新季節指数により改訂されている。
※２　年計・年度計は原数。



今月の注目ポイント

Ｐ０ＩＮＴ１（有効求人倍率）

有効求人倍率（１．１８倍）は、12か月連続で１倍台となり、全国値（１．２０倍）を

３か月連続で下回る

Ｐ０ＩＮＴ２（地域別有効求人倍率）

東部１．２０倍、中部１．４３倍、西部１．１８倍

東部、西部は７か月連続、中部は17か月連続で１倍を上回った

全ての地域で７か月連続で１倍を上回った

Ｐ０ＩＮＴ３（新規求人倍率）

新規求人倍率（２．１７倍）は、前月を０．０８ポイント下回る

新規求人数（24,929人）は、前年同月11か月連続の増加

産業別新規求人数は、「運輸業、郵便業」（1,712人）で前年同月比36.0％増加

「製造業」（3,895人）で前年同月比32.6％増加

「宿泊業、飲食サービス業」（1,209人）で前年同月比32.3％の増加

新規求職者数（11,051人）は、前年同月３か月連続の増加

Ｐ０ＩＮＴ４（正社員有効求人倍率）

正社員有効求人倍率（１．０５倍）は、全国値（０．９７倍）を11か月連続で上回った

２か月連続で１倍を上回った



新規求人数 新規求職申込件数 新規求人倍率 就職件数 就職率
職業計 217,550 102,532 2.12 26,112 25.5
Ａ管理的職業 863 326 2.65 47 14.4
  01管理的公務員 1 53 0.02 0 0.0
  02法人・団体の役員 1 13 0.08 1 7.7
  03法人・団体の管理職員 756 178 4.25 37 20.8
  04その他の管理的職業 105 82 1.28 9 11.0
Ｂ専門的・技術的職業 36,888 11,201 3.29 2,597 23.2
  05研究者 9 73 0.12 0 0.0
  06農林水産技術者 6 19 0.32 2 10.5
  07開発技術者 1,269 540 2.35 61 11.3
  08製造技術者 332 977 0.34 25 2.6
  09建築・土木技術者等 5,049 475 10.63 134 28.2
  10情報処理・通信技術者 1,756 792 2.22 70 8.8
  11その他の技術者 69 125 0.55 5 4.0
  12医師、薬剤師等 845 192 4.40 35 18.2
  13保健師、助産師等 8,293 2,336 3.55 691 29.6
  14医療技術者 4,116 645 6.38 169 26.2
  15その他の保健医療 1,325 619 2.14 131 21.2
  16社会福祉の専門的職業 10,716 2,065 5.19 900 43.6
  17法務の職業 11 28 0.39 4 14.3
  18経営・金融等の職業 45 93 0.48 6 6.5
  19教育の職業 1,021 548 1.86 76 13.9
  20宗教家 1 1 1.00 0 0.0
  21著述家、記者、編集者 89 101 0.88 11 10.9
  22美術家、デザイナー等 451 644 0.70 62 9.6
  23音楽家、舞台芸術家 20 26 0.77 1 3.8
  24その他の専門的職業 1,465 902 1.62 214 23.7
Ｃ事務的職業 20,423 21,116 0.97 5,769 27.3
  25一般事務員 13,430 18,269 0.74 4,439 24.3
  26会計事務員 1,460 1,009 1.45 377 37.4
  27生産関連事務員 2,833 713 3.97 445 62.4
  28営業・販売関連事務員 1,483 791 1.87 305 38.6
  29外勤事務員 91 9 10.11 19 211.1
  30運輸・郵便事務 604 86 7.02 69 80.2
  31事務用機器操作の職業 522 239 2.18 115 48.1
Ｄ販売の職業 22,223 5,305 4.19 1,216 22.9
  32商品販売の職業 13,756 3,359 4.10 730 21.7
  33販売類似の職業 1,270 82 15.49 27 32.9
  34営業の職業 7,197 1,864 3.86 459 24.6
Ｅサービスの職業 42,389 9,635 4.40 3,925 40.7
  35家庭生活支援サービス 118 28 4.21 10 35.7
  36介護サービスの職業 20,239 3,104 6.52 1,321 42.6
  37保健医療サービス 2,827 589 4.80 458 77.8
  38生活衛生サービス 2,487 385 6.46 152 39.5
  39飲食物調理の職業 7,946 2,746 2.89 1,100 40.1
  40接客・給仕の職業 6,147 1,757 3.50 406 23.1
  41居住施設・ビルの管理 715 391 1.83 187 47.8
  42その他のサービス 1,910 635 3.01 291 45.8
Ｆ保安の職業 7,394 743 9.95 507 68.2
  43自衛官 0 4 0.00 0 0.0
  44司法警察職員 3 8 0.38 0 0.0
  45その他の保安職業 7,391 731 10.11 507 69.4
Ｇ農林漁業の職業 2,233 945 2.36 534 56.5
  46農業の職業 1,914 792 2.42 454 57.3
  47林業の職業 234 118 1.98 67 56.8
  48漁業の職業 85 35 2.43 13 37.1
Ｈ生産工程の職業 36,484 13,277 2.75 4,884 36.8
  49生産設備（金属） 644 430 1.50 61 14.2
  50生産設備（金属除く） 1,301 294 4.43 193 65.6
  51生産設備（機械） 266 213 1.25 27 12.7
  52金属材料製造等 8,001 1,619 4.94 1,061 65.5
  54製品製造・加工処理 10,566 3,240 3.26 1,746 53.9
  57機械組立の職業 6,230 4,362 1.43 754 17.3
  60機械整備・修理の職業 3,199 527 6.07 208 39.5
  61製品検査（金属） 837 387 2.16 150 38.8
  62製品検査（金属除く） 2,194 556 3.95 318 57.2
  63機械検査の職業 1,034 558 1.85 172 30.8
  64生産関連・生産類似 2,212 1,091 2.03 194 17.8
Ｉ輸送・機械運転の職業 13,835 4,886 2.83 1,798 36.8
  65鉄道運転の職業 0 7 0.00 0 0.0
  66自動車運転の職業 11,045 3,446 3.21 1,390 40.3
  67船舶・航空機運転 4 4 1.00 0 0.0
  68その他の輸送の職業 1,495 978 1.53 245 25.1
  69定置・建設機械運転 1,291 451 2.86 163 36.1
Ｊ建設・採掘の職業 12,342 1,196 10.32 544 45.5
  70建設躯体工事の職業 2,290 115 19.91 59 51.3
  71建設の職業 2,773 397 6.98 139 35.0
  72電気工事の職業 1,928 289 6.67 105 36.3
  73土木の職業 5,324 390 13.65 237 60.8
  74採掘の職業 27 5 5.40 4 80.0
Ｋ運搬・清掃等の職業 22,476 13,409 1.68 4,291 32.0
  75運搬の職業 6,663 2,866 2.32 1,192 41.6
  76清掃の職業 7,529 2,105 3.58 1,390 66.0
  77包装の職業 2,304 458 5.03 473 103.3
  78その他の運搬等の職業 5,980 7,980 0.75 1,236 15.5
分類不能の職業 0 20,493 0.00 0 0.0
（ＩＴ関連計） 5,212 2,064 2.53 440 21.3
（福祉関連計） 36,298 6,655 5.45 2,668 40.1
（介護関連小計） 25,969 3,950 6.57 1,893 47.9
総計 41,510 8,719 4.76 3,108 35.6

　　　　静岡労働局職業安定部訓練室

令和３年度（４月～１月）　職　業　別　主　要　指　標



新規求

（件） 構成比 （人） 構成比 人倍率 （件） 構成比

(%) (%) （倍） (%)

326 0.3 863 0.4 2.65 47 0.2
11,201 10.9 36,888 17.0 3.29 2,597 10.0
21,116 20.6 20,423 9.4 0.97 5,769 22.1
5,305 5.2 22,223 10.2 4.19 1,216 4.7
9,635 9.4 42,389 19.5 4.40 3,925 15.0

743 0.7 7,394 3.4 9.95 507 1.9
945 0.9 2,233 1.0 2.36 534 2.1

13,277 13.0 36,484 16.8 2.75 4,884 18.7
4,886 4.8 13,835 6.4 2.83 1,798 6.9
1,196 1.2 12,342 5.7 10.32 544 2.1

13,409 13.1 22,476 10.3 1.68 4,291 16.4
20,493 20.0 0 0.0 0.00 0 0

102,532 100.0 217,550 100.0 2.12 26,112 100.0
・平成23年改定厚生労働省編職業分類区分　　　　＊新規学卒を除きパートタイムを含む

新規求職申込件数 新　規　求　人　数 就 　職　 件 　数

令和３年度　職  業  別  主  要  指  標 （全  体  版）
（令和３年４月～令和４年１月）

静岡労働局 職業安定部 訓練室

職　　　業 具体的な職業の例

A 管理的職業 管理的公務員、法人・団体の役員、法人・団体の管理職員、その他の管理的職業

B 専門的・技術的職業 開発・製造・建築・土木・測量・情報処理技術者等、医師、薬剤師、看護師、栄養士、保育士、介護専門員、記者、デザイナー等

C 事務的職業 一般事務、会計事務、生産関連事務、営業・販売関連事務、外勤事務、運輸・郵便事務、事務用機器操作等

D 販売の職業 商品販売・販売類似の職業、営業

E サービスの職業 家庭生活支援・介護・保健医療・生活衛生サービス、飲食物調理、接客・給仕、居住施設・ビル等の管理、その他サービス等

F 保安の職業 自衛官、司法警察職員、その他の保安の職業（警備員、道路交通誘導員等）

G 農林漁業の職業 農業・林業・業業の職業

H 生産工程の職業 製造関係全般

I 輸送・機械運転の職業 鉄道・自動車・船舶・航空機運転、その他の輸送、定置・建設機械運転等

J 建設・採掘の職業 建設躯体工事、電気工事、土木、採掘等

資料出所：職業別主要指標（全数）

K 運搬・清掃・包装等の職業 運搬、清掃、包装等

分類不能の職業 -

職　　業　　計

2.65 
3.29 

0.97 

4.19 4.40 

9.95 

2.36 
2.75 2.83 

10.32 

1.68 

0.00 
0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

A

管
理
的
職
業

B

専
門
的
・
技
術
的
職
業

C

事
務
的
職
業

D

販
売
の
職
業

E

サ
ー
ビ
ス
の
職
業

F

保
安
の
職
業

G

農
林
漁
業
の
職
業

H

生
産
工
程
の
職
業

I

輸
送
・
機
械
運
転
の
職
業

J

建
設
・
採
掘
の
職
業

K

運
搬
・
清
掃
・
包
装
等
の

職
業

分
類
不
能
の
職
業

職業別主要指標

新規求職申込件数（件） 新規求人数（人） 就職件数（件） 新規求人倍率（倍）

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

A

管
理
的
職
業

B

専
門
的
・
技
術
的
職
業

C

事
務
的
職
業

D

販
売
の
職
業

E

サ
ー
ビ
ス
の
職
業

F

保
安
の
職
業

G

農
林
漁
業
の
職
業

H

生
産
工
程
の
職
業

I

輸
送
・
機
械
運
転
の
職
業

J

建
設
・
採
掘
の
職
業

K

運
搬
・
清
掃
・
包
装
等
の

職
業

分
類
不
能
の
職
業

職業別主要指標 構成比 （％）

新規求職申込件数 新規求人数 就職件数



新規求

（件） 構成比 （人） 構成比 人倍率 （件） 構成比

(%) (%) （倍） (%)

21,116 100.0 20,423 100.0 0.97 5,769 100.0

18,269 86.5 13,430 65.8 0.74 4,439 77.0

1,009 4.8 1,460 7.2 1.45 377 6.5

713 3.4 2,833 13.9 3.97 445 7.7

791 3.8 1,483 7.3 1.87 305 5.3

9 0.0 91 0.5 10.11 19 0.3

86 0.4 604 3.0 7.02 69 1.2

239 1.1 522 2.6 2.18 115 2.0
※平成23年改定厚生労働省編職業分類区分　　　

  31 事務用機器操作の職業 パーソナルコンピューター操作員、データ入力係員、コンピューター操作員、その他の事務用機器操作

資料出所：職業別主要指標（全数）

  28 営業・販売関連事務員 営業・販売事務（仕入・販売・営業・貿易・金融・保険事務）、その他営業・販売関連事務

  29 外勤事務員 集金人、訪問調査員、その他の外勤事務

  30 運輸・郵便事務 旅客・貨物係事務、運行管理事務、郵便事務

  25 一般事務員 総務事務、人事事務、企画・調査事務、受付・案内事務、秘書、電話応接事務、総合事務、医療・介護事務

  26 会計事務員 現金出納事務、銀行等窓口事務、経理事務、その他の会計事務

  27 生産関連事務員 生産現場事務、出荷・受荷係事務

職　　　業 具体的な職業の例

Ｃ 事務的職業

令和３年度　職 業 別 主 要 指 標 （Ｃ 事 務 的 職 業 版）
（令和３年４月～令和４年１月）

静岡労働局 職業安定部 訓練室

新規求職申込件数 新　規　求　人　数 就 　職　 件 　数
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新規求人申込件数 新規求人数 就職件数



新規求

（件） 構成比 （人） 構成比 人倍率 （件） 構成比

(%) (%) （倍） (%)

9,635 100.0 42,389 100.0 4.40 3,925 100.0

28 0.3 118 0.3 4.21 10 0.3

3,104 32.2 20,239 47.8 6.52 1,321 33.7

589 6.1 2,827 6.7 4.80 458 11.7

385 4.0 2,487 5.9 6.46 152 3.9

2,746 28.5 7,946 18.8 2.89 1,100 28.0

1,757 18.2 6,147 14.5 3.50 406 10.3

391 4.1 715 1.7 1.83 187 4.8

635 6.6 1,910 4.5 3.01 291 7.4
※平成23年改定厚生労働省編職業分類区分　　　

新規求職申込件数 新　規　求　人　数 就 　職　 件 　数

令和３年度　職 業 別 主 要 指 標 （Ｅ サ ー ビ ス の 職 業 版）
（令和３年４月～令和４年１月）

静岡労働局 職業安定部 訓練室

職　　　業 具体的な職業の例

Ｅ サービスの職業

  35 家庭生活支援サービス 家政婦（夫）、家事手伝、その他の家庭生活支援サービスの職業

  36 介護サービスの職業 施設介護員、訪問介護職（ホームヘルパー）等

  37 保健医療サービス 看護助手、歯科助手、その他の保健医療サービスの職業

  38 生活衛生サービス 理容師、美容師、美容サービス職、浴場従事人、クリーニング職、その他の生活衛生サービスの職業

  39 飲食物調理の職業 調理人、バーテンダー

  40 接客・給仕の職業 飲食店主・店長、旅館・ホテル支配人、飲食物給仕係、接客社交係、娯楽場等接客員等

  41 居住施設・ビルの管理 マンション・アパート・下宿管理人、寄宿舎・寮管理人、ビル管理人、駐車場・駐輪場管理人等

  42 その他のサービス 添乗員、観光案内人、物品賃貸人、広告宣伝人、葬儀師、火葬係、トリマー等

資料出所：職業別主要指標（全数）
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職業別主要指標（サービスの職業版） 構成比 （％）

新規求職申込件数（件） 新規求人数（人） 就職件数（人）



新規求

（件） 構成比 （人） 構成比 人倍率 （件） 構成比

(%) (%) （倍） (%)

13,277 100.0 36,484 100.0 2.75 4,884 100.0

430 3.2 644 1.8 1.50 61 1.3

294 2.2 1,301 3.6 4.43 193 4.0

213 1.6 266 0.7 1.25 27 0.6

1,619 12.2 8,001 21.9 4.94 1,061 21.7

3,240 24.4 10,566 29.0 3.26 1,746 35.8

4,362 32.9 6,230 17.1 1.43 754 15.4

527 4.0 3,199 8.8 6.07 208 4.3

387 2.9 837 2.3 2.16 150 3.1

556 4.2 2,194 6.0 3.95 318 6.5

558 4.2 1,034 2.8 1.85 172 3.5

1,091 8.2 2,212 6.1 2.03 194 4.0
※平成23年改定厚生労働省編職業分類区分　　　

  63機械検査の職業 一般機械器具検査工、電気機械検査工、自動車検査工

  64生産関連・生産類似 塗装工、画工・看板制作工、製図工、パタンナー、その他の生産関連、、生産類似の職業

資料出所：職業別主要指標（全数）

  60機械整備・修理の職業 一般機械器具修理工、電気機械器具修理工、、自動車整備工

  61製品検査（金属） 金属材料検査工、金属加工、溶接検査工

  62製品検査（金属除く） 化学製品検査工、窯業製品検査工、食料品検査工、飲料・たばこ検査工

  52金属材料製造等 製鉄工、非鉄金属製錬工、鋳物製造工、鍛造工、金属熱処理工、圧延工、金属プレス工

  54製品製造・加工処理 化学製品製造工、めん類製造工、レトルト食品製造工、食肉加工品製造工、紡織工

  57機械組立の職業 一般機械器具組立工、電気機械組立工、電気通信機械器具組立工、時計組立工

  49生産設備（金属） 鉄鋼・製鋼・非鉄金属製錬設備制御、鋳造・金属工作設備制御、金属プレス設備制御

  50生産設備（金属除く） 化学製品生産設備制御、窯業製品生産設備制御、食料生産設備制御、飲料・木製製品

  51生産設備（機械） 一般機械器具組立設備制御、電気機械器具組立設備制御、自動車組立設備制御

職　　　業 具体的な職業の例

Ｈ 生産工程の職業

令和３年度　職 業 別 主 要 指 標 （Ｈ 生 産 工 程 の 職 業 版）
（令和３年４月～令和４年１月）

静岡労働局 職業安定部 訓練室

新規求職申込件数 新　規　求　人　数 就 　職　 件 　数
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職業別主要指標（生産工程の職業版）

新規求職申込件数（件） 新規求人数（人） 就職件数（件） 新規求人倍率（倍）
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職業別主要指標（生産工程の職業版） 構成比 （％）

新規求人申込件数 新規求人数 就職件数



新規求

（件） 構成比 （人） 構成比 人倍率 （件） 構成比

(%) (%) （倍） (%)

1,196 100.0 12,342 100.0 10.32 544 100.0

115 9.6 2,290 18.6 19.91 59 10.9

397 33.2 2,773 22.5 6.98 139 25.6

289 24.2 1,928 15.6 6.67 105 19.3

390 32.6 5,324 43.1 13.65 237 43.6

5 0.4 27 0.2 5.40 4 0.7
※平成23年改定厚生労働省編職業分類区分　　　

  73 土木の職業 土木作業員、鉄道線路工事作業員、ダム・トンネル掘削作業員

  74 採掘の職業 採鉱員・石切出作業員、じゃり・砂・粘度搾取作業員、その他の採掘の職業

資料出所：職業別主要指標（全数）

  70 建設解体工事の職業 型枠大工、とび工、鉄筋工

  71 建設の職業 大工、ブロック積工、タイル張工、屋根ふき工、左官、畳工、配管工、内装工、防水工

  72 電気工事の職業 送電線架線・敷設作業員、配電線架線・敷設作業員、通信線架線・敷設作業員

職　　　業 具体的な職業の例

Ｊ　建設・掘削の職業

令和３年度　職 業 別 主 要 指 標 （Ｊ 建 設 ・ 採 掘 の 職 業 版）
（令和３年４月～令和４年１月）

静岡労働局 職業安定部 訓練室

新規求職申込件数 新　規　求　人　数 就 　職　 件 　数

10.32 

19.91 

6.98 6.67 

13.65 

5.40 

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

Ｊ

建
設
・
掘
削
の
職
業

7
0

建
設
解
体
工
事
の
職
業

7
1

建
設
の
職
業

7
2

電
気
工
事
の
職
業

7
3

土
木
の
職
業

7
4

採
掘
の
職
業

職業別主要指標（建設・採掘の職業版）

新規求職申込件数（件） 新規求人数（人） 就職件数（件） 新規求人倍率（倍）
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コロナの影響を受けて離職を余儀なくされた非正規雇用労働者や、シフトが減って厳しい状況に置かれている非正規雇用労働
者などに、月10万円の生活支援の給付金を受給しながら無料の職業訓練を受講する機会を提供する求職者支援制度の活用を進
める特例措置などを設け、非正規雇用労働者の再就職、転職、能力開発への支援を強化する

求職者支援制度による非正規雇用労働者の再就職、転職、能力開発への支援の強化

民間人材ビジネス事業者と連携した求職者支援制度の活用促進

● 民間人材ビジネス事業者と連携した制度の周知、紹介予定派遣、トライアル雇用を活用した就職支援
＊派遣会社や民間求人サイトと連携して求職者支援制度の周知を行う。また、訓練終了後に紹介予定派遣やトライアル雇用を活用した

就職を希望する者を利用企業に誘導し、紹介予定派遣期間、トライアル雇用期間後の安定雇用につなげる

IT分野の訓練の促進（令和７年３月末までの措置）

● IT分野の訓練コースの拡大
＊ IT分野の資格取得を目指す訓練コースを設定する訓練機関に支給する実施経費を増額し、設定を促進する

求職者支援制度の活用を促進する特例措置（令和４年３月末までの措置）

● 職業訓練受講給付金の出席要件の緩和

（やむを得ない欠席以外の欠席を訓練実施日の２割まで認め、欠席日の給付金を日割りで減額する特例を導入する）
＊やむを得ない理由なく、１日でも欠席、遅刻、早退すると給付金を受給できない厳格な要件を緩和し、利用を促進する

● 職業訓練受講給付金の世帯収入要件の緩和（月25万円以下→月40万円以下）
＊親や配偶者と同居している非正規雇用労働者などが、給付金を受給しながら訓練を受講しやすくするため、要件を緩和する

働きながら訓練を受講しやすくする特例措置（令和４年３月末までの措置）

● 訓練対象者の拡大（離転職せずに働きながらスキルアップに取り組もうとする者を訓練対象者とする）
＊現在の訓練対象者（離転職を前提に訓練を受講する者）に、転職せずに働きながらスキルアップに取り組もうとする者を加え、

ステップアップを目指す非正規雇用労働者などの主体的な能力開発の取組みを支援する

● 職業訓練受講給付金の収入要件の緩和（月8万円以下→シフト制で働く方などについて月12万円以下）

＊シフト制やフリーランスなどで働く月の収入が変動する者が、働きながら訓練を受講しやすくするため、要件を緩和する

● 職業訓練受講給付金の出席要件の緩和

（仕事で訓練を欠席せざるを得ない日を、病気などと同様のやむを得ない欠席とし、訓練実施日の2割まで認める）
＊仕事で訓練を休む日を、病気などと同じ給付金を受給しながら欠席できるやむを得ない場合とし、仕事と訓練を両立させる

● 訓練基準の緩和（働きながら受講しやすい短い期間、時間の訓練コースを設定するため、訓練基準を緩和）

＊訓練期間：２か月から６か月→２週間から６か月、訓練時間：月100時間以上→月60時間以上。オンライン訓練の設定を促進

新規

新規

新規

新規

新規



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ハロートレーニング(公的職業訓練)を PR するバスが運行します！ 

 

 

 静岡労働局・ハローワークでは「ハロートレーニング」（希望する職業やキャリアアップのための必要な職業 

スキルや知識を習得することができる公的職業訓練です。）」を広く皆様に知っていただくために、ラッピング 

バスによる周知・広報を実施します。 

 

【運行概要】 

運行路線：静岡鉄道株式会社 小鹿営業所管内路線 

運行期間：令和４年３月１日（火）～令和４年３月３１日（木） 

運行台数：１台 

※車内広告は、令和４年３月１２日（土）～令和４年３月２５日（金） 

 

【その他】 

 ハロートレーニングに興味をお持ちの方は、是非、お住いの地域を管轄するハローワークに 

ご相談ください。 

 

【バス広告】                【車内広告】 

 

 
 

 

 厚生労働省 静岡労働局 
 

厚 生 労 働 省 静 岡 労 働 局 

配 布 資 料 

令和４年３月２日（水） 

静岡労働局 職業安定部 訓練室 

室  長 小谷野 守弘 

地方人材育成対策担当官 澤畑 勝登 

電話：０５４－２７１－９９５６ 

 （案） 
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～職業訓練（ハロートレーニング）って何？？～ １

わかる！！
私はパソコンの資格取りたい
けど、お金かかるし･･･
合格できるか不安･･･

早く仕事をみつけなきゃ
いけないんだけど･･･
資格もないし、就職できるか
不安なんだよね

～職業訓練（ハロートレーニング）って何？？～ ２

職業訓練（ハロートレーニング）なら、
その希望を叶えられますよ！

「訓練」ってこと
は教官みたいな人
がいるんだよね･･･
なんか怖そう･･･

職業訓練！？
何それ？？

～職業訓練（ハロートレーニング）って何？？～ ３

職業訓練（ハロートレーニング）とは、キャリアアップや希
望する仕事に就くために必要な知識や技術、資格を取得す
るための『学びの場』のことです。
受講料は無料で、パソコンや医療事務などの事務関係の
資格や介護の資格なら２～３ヶ月で、ＣＡＤや電気工事など
の技術系の資格なら６ヶ月～２年で取得を目指すことができ
ます。（※テキスト代などは自己負担になります。）
さらに、要件を満たせば給付金をもらいながら通うことがで
きます。

～職業訓練（ハロートレーニング）って何？？～ ４

ハローワークの“職業訓練相談
窓口”で「どんな訓練があるの
か」などの相談ができます。

ぜひ、ハローワークへ行ってみて
くださいね！

“訓練”って言葉に惑わされると
ころだったよ。

それなら受けてみたいな！
どこに行けば受けられるの？


